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公共施設再配置計画に係る上位・関連計画について 

No 分野 上位・関連計画名 計画の位置づけ 

1 

全般 第 2 次総合計画 H28．9 
・基本構想 目標 2025（平成 37）年  
期間 2017～2025年度（9年間） 

・基本計画  
 前期 2017～2021 年度（５年間） 
 後期 2022～2025 年度（４年間） 

将来に向けて「伊豆の国市」をどのよう
なまちにしていくのか、「まちの将来像」
や「目標」を定め、これを実現していく
施策を総合的･体系的にまとめたもの 

2 
 新市まちづくり計画 H16.9 H26.11変更 

合併後概ね１６年（2030年 H42 年） 

伊豆長岡町、韮山町、大仁町の合併後の
新市におけるまちづくり全般のマスタ
ープランとなるもの 

3 
 人口ビジョン H28.2 

目標 2060年度（平成 72年度） 

中長期的な人口動向の様々な影響を分
析し、目指すべき将来の方向と将来の人
口展望を示すもの 

4 

産業・経済・
労働 

総合戦略 H28(2016).2 
計画期間 2015（ 平成 27） 年度から 2019（ 平
成 31） 年度（5 年間） 

まち・ひと・しごと創生法に基づき、将
来にわたって夢や希望を持てる伊豆の
国市を引き継いでいくことをねらいと
して策定するもの 

5 

 観光基本計画 H27.3 
計画期間＝平成 27年度から平成 36年度（１０年
間）  

観光による地域活性化実現のため、目標
と施策方針の設定、これに基づく市が総
合的かつ計画的に実施すべき施策を定
めるもの 

6 

教育･歴史･
文化･芸術 教育施設整備 H20.7 

子どもたちが安全で安心して学べる教
育環境づくりや市民が生涯にわたって
学べる環境を整備するための施策や指
針を取りまとめたもの 

7 
 

 

社会教育・社会体育施設の今後の在り方・活用
方法について(答申) 
H26.9 

地域社会や各種団体の活動の推進や生
涯学習社会を活性化する交流活動、そこ
に集まる人々の交流など人と人との関
わりや繋がりから社会教育が推進され
るために、社会教育・社会体育施設が果
たす役割はとても重要であることから、
今後の在り方を答申したもの 

8 

 

伊豆の国市立幼稚園及び保育園の在り方につ
いて H27.12 

保育園における待機児童の解消や一部
の幼稚園における園児数の減少対応な
どの課題を解決し、市のまちづくり基本
方針に基づき、幼稚園・保育園の在り方
検討委員会を設置し、地域の枠組みを踏
まえながら全市的な観点で幼稚園・保育
園の在り方を検討したもの 

9 
健康･福祉 

伊豆の国市第 2次地域福祉計画 H25.3 
市に暮らすすべての人を対象に、地域に
おける福祉活動を進めるための基本計
画として策定したもの 

10 

 
高齢者保健福祉計画及び第 6 期介護保険事業
計画 H27.3 
計画期間＝平成 27年度～平成 29年度（３年間） 

高齢者が地域でいつまでも明るく生き
生きとした生活ができる仕組みや高齢
者の暮らしを地域社会全体で支える体
制とする地域包括ケアシステムの構築
を目標として策定したもの 

11 

 

子供・子育て支援事業計画 H27.3 

従来の施策と新法制度の「子どものため
の教育・保育給付」と「地域子ども・子
育て支援事業の強化」などを合わせ、「地
域全体で子育てに優しいまちを創って
いく」ことを重点に計画の策定を図った
もの 

12 

 

第 4 期障害福祉計画 H27.3 

本市の障がい者福祉充実に向け、各種施
策の方向性を明らかにした新たな計画
として策定したもの 

資料２－１ 

平成 29 年 3月 15日 差換え版 



 
 

2 

 

No 分野 上位・関連計画名 計画の位置づけ 

13 

都市基盤 
都市計画マスタープラン H23(2016).3 
目標 2028年（H40 年） 

市の都市将来像や土地利用の基本方針、
都市施設（道路･下水道・公園等）の整
備方針を明確化し、各種の都市計画を定
める総合的なガイドラインとなるもの 

14 

 

公共施設等総合管理計画 H28.3 

市の公共施設等の全体を把握し、現状や
将来にわたる課題等を整理し、長期的な
視点により公共施設等の総合的かつ計
画的な管理を推進することを目的とし
て策定するもの 

15 

 
耐震改修促進計画 H20.2策定、H28.4 変更 
計画期間 平成 28 年度～平成 32 年度（5年間） 

建築物の耐震改修の促進に関する法律
に基づき、市内の建築物の耐震診断及び
耐震改修の促進を図るために策定する
もの 

16 

 
公営住宅等長寿命化計画 H27.3 
計画期間 平成27年度～平成36年度（10年間、
概ね 5 年ごとの見直し） 

市営住宅においてその現状を把握し、老
朽化した住宅については建替えや用途
廃止を検討し、その他住宅については長
期間活用するために必要な対策を検討
するもの 

17 

 

伊豆の国市庁舎のあり方協議会報告書 H28.3 

庁舎の全般的な状況と問題点を踏まえ、
分散している庁舎機能の集約化を前提
とし、集約の方法を含めた候補地の抽
出・評価を行うもの 

18 

 
一般廃棄物処理基本計画 H25.3 
計画目標年次:平成 33年度（2021年度） 

一般廃棄物処理基本計画は、「廃棄物の
処理及び清掃に関する法律」第６条第１
項に基づき、市町村に策定が義務づけら
れたもの 

19 

行財政運営
･市民参加 市財政を取り巻く状況 

（H28 市政懇談会資料） 

市政懇談会資料として、「合併からこれ
までの様々な（財政上の）優遇策」が、
平成 33 年度で終了することから、今後
の財政関わる課題を説明したもの。 

20 
 中期財政計画 H27 

平成 28 年度から平成 33年度 

人口推計に基づき、概ね 10 年間の
市の財政を検討したもの 

21 

その他 

地域防災計画 

伊豆の国市民の生命、身体及び財産
を災害から保護し、災害時における
社会秩序の維持と公共の福祉の確
保を図るため、市の地域に係る防災
対策の大綱を定めているもの 

22 

 

防災マップ 平成 28 年 3月 

災害時に「いつ」、「どうやって」、
「どこに」逃げるのか、避難する場
所や災害時の危険な場所が記載さ
れ、避難するルート、避難する場所
などを自分で記載できる 

23 

 

浸水想定区域図／国土交通省中部地方整備局 
沼津河川国道事務所 

 
・ 水防法改正（H27.7.19施行）に基づく 
洪水浸水想定区域  

・ 家屋倒壊等氾濫想定区域図  
 
指定及び公表年月日 平成28 年12 月15 日 

≪洪水浸水想定区域≫ 

平成 27 年の水防法改正により、浸
水想定区域の指定の前提となる降
雨を、従来の計画規模の降雨から想
定し得る最大規模の降雨（計画規模
を上回る）に変更されたことを受
け、洪水時の住民等の安全確保の根
幹的資料として作成したもの 

≪家屋倒壊等氾濫想定区域図≫ 

一定の条件下において家屋の倒壊・流
失をもたらすような堤防決壊に伴う
激しい氾濫流や河岸浸食が発生する
ことが想定される区域を示したもの 
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公共施設再配置計画に係る上位・関連計画の再配置に関するポイント 

Ｎ
ｏ 

ﾍﾟｰ
ｼﾞ 

分
野 

上位・関連計画名 計画の位置づけ 再配置に関するﾎﾟｲﾝﾄ 

１ P5 
全
般 

第２次総合計画 ●「まちの将来像」や「目
標」を定め、これを実現し
ていく施策をまとめたも
の 
 

●市全体の将来像や目標であるため、個
別の施設についてあまり具体的に言及
していない。 
●基本構想におけるゾーニングと拠点
及び拠点の基本方針の中で、「伊豆長岡
駅や田京駅周辺に都市機能を融合した
拠点の形成」など、分野別の拠点におけ
る方針が記載されているため、再配置と
の整合性を取る必要あり。 

２ P6 
〃 

新市まちづくり
計画 

●伊豆長岡町、韮山町、大
仁町の合併後の新市にお
けるまちづくり全般のマ
スタープランとなるもの 

●主要な施策は新たな総合計画に引き
継がれている。 
 

３ P7 〃 人口ビジョン ●中長期的な人口動向の
様々な影響を分析し、目指
すべき将来の方向と将来
の人口展望を示すもの 

●2015（平成 27）年の 49,787 人から
45 年後の 2060（平成 72）年は 37,000 人
程度。長期的には 32,000 人程度で安定
的に推移。 
●個別の公共施設等に関する言及はな
いが、方向性として、「移住・定住地の
魅力をつくる」、「子育て支援」等に関連
する公共施設について留意が必要。 

４ P8 産
業
・
経
済
・
労
働 

総合戦略 ●まち・ひと・しごと創生
法に基づき、将来にわたっ
て夢や希望を持てる伊豆
の国市を引き継いでいく
ことをねらいとして策定
するもの 

●人口の縮小を前提としており、これに
基づいた人口推計等について留意が必
要。 
●施策は市の全体的な方向を示すもの
で、個別の公共施設への言及はないが、
施策として「幅広い世代からの定住の地
として選ばれる」、「移住・定住の場」、
「子育て支援の充実」、「安全・安心なま
ちづくり」、「持続可能なまちづくりの推
進」を上げており、関連する公共施設等
に留意が必要。 

５ P9 〃 観光基本計画 ●観光による地域活性化
実現のため、目標と施策方
針の設定、これに基づく市
が総合的かつ計画的に実
施すべき施策を定めるも
の 

●「韮山郷土史料館」や「日帰り温泉施
設」などの主要な施設について交流人口
増加目標を掲げている。 
●「おもてなしの伊豆の国」の将来像実
現に向け「温泉地の魅力づくり」や「健
康・スポーツの交流づくり」といった基
本方針を上げており、関連する公共施設
等に留意が必要。 

６ P10 教
育
・
歴
史
・
文
化
・
芸
術 

教育施設整備計
画 

●子どもたちが安全で安
心して学べる教育環境づ
くりや市民が生涯にわた
って学べる環境を整備す
るための施策や指針を取
りまとめたもの 
 
 
 

示された統廃合の方向性に留意が必要。 
●長期的に、幼保一元化の方向性を示し
ている。（幼保一元化：幼稚園と保育園
が同一建物内において、現行法制度下で
幼稚園、保育園としてクラスを分け、教
育、保育を行う） 
●適正規模・適正配置の基本方針による
と、小学校、中学校ともに 5 学級以下の
過小規模校について、原則統廃合を検討
する規模とする。 
●小学校、中学校ともに 6学級以上の小
規模校、12 学級以上の国の標準学級規
模校については、存続の対象とする。 

 

Ｎ
ｏ 

ﾍﾟｰ
ｼﾞ 

分
野 

上位・関連計画名 計画の位置づけ 再配置に関するﾎﾟｲﾝﾄ 

７ 
 
 
 
 

P11 
教
育
・
歴
史
・
文
化
・
芸
術 

社会教育・社会体
育施設の今後の
在り方・活用方法
について(答申) 

●地域社会や各種団体の
活動、生涯学習社会を活性
化する交流活動など、社会
教育が推進されるために、
社会教育・社会体育施設が
果たす役割はとても重要
であることから、今後の在
り方を答申したもの 

●社会教育施設と社会体育施設、図書館
において、ニーズの多様化に対応した既
存施設の有効利用や安全面で問題のあ
る施設の統廃合など個別の施設につい
て検討しており、留意が必要。 
●社会教育施設のうち、大仁市民会館は
廃止、韮山生涯学習センターは変更、野
外活動センター(茅野っ子ひろば）は拡
充 
●社会体育施設等のうち、長岡体育館と
さつきヶ丘公園は拡充、江間グランドは
変更、大仁武道館は廃止 
●図書館のうち、中央図書館(本館)と韮
山図書館(分館)は拡充、長岡図書館(分
館)は廃止 

８ 
 
 
 
 

P12 
〃 

市立幼稚園及び
保育園の在り方
について（意見
書） 

●保育園における待機児
童の解消や一部の幼稚園
における園児数の減少対
応などの課題について、幼
稚園・保育園の在り方検討
委員会を設置し、地域の枠
組みを踏まえながら全市
的な観点で幼稚園・保育園
の在り方を検討したもの 

●各幼稚園・保育園について、現状維持
か、施設の改修・補修、移転・建て替え、
統合などについて検討を加えており、留
意が必要。 
●幼稚園の統合:のぞみ幼稚園、大仁東
幼稚園 
●保育園の移転：長岡保育園 
●保育園の廃止：ひまわり保育園大仁分
園 

９ P13 
健
康
福
祉 

第２次地域福祉
計画 

●市に暮らすすべての人
を対象に、地域における福
祉活動を進めるための基
本計画として策定したも
の 
 

●市に暮らす人全ての活動を進めるた
めの計画で有り、施設面の言及はあまり
ない。 
●安全・安心に暮らせる環境づくりにお
いて、ユニバーサルデザイン、バリアフ
リー化の推進を掲げており、公共施設に
おいてもこれを推進するとしているこ
とから、配慮が必要。 

10 P13 
〃 

高齢者保健福祉
計画 
第６期介護保険
事業計画 

●高齢者が地域でいつま
でも明るく生き生きとし
た生活ができる仕組みや
高齢者の暮らしを地域社
会全体で支える体制とし
た地域包括ケアシステム
の構築を目標として策定
したもの 

●施設的には、包括支援センターについ
て検討されており、公共施設に関する言
及はないが、配慮が必要。 
●きめ細やかで迅速な対応ができるよ
う、日常生活圏域に３つ（長岡・韮山・
大仁地域包括支援センター）の地域包括
支援センターを設置。 

11 P14 〃 子ども・子育て支
援事業計画 
第２次 次世代
育成支援行動計
画 

●「地域全体で子育てに優
しいまちを創っていく」こ
とを重点に計画の策定を
図ったもの 

●市としても重要な施策と位置づけて
おり、関連する施設の方向性や検討を図
っている。 
●特に、地域公民館などの既存施設の利
用（機能の転用）、認定こども園の導入、
地域子育て支援センター機能の強化、公
園の充実等が記載されており、留意が必
要。 

12 P14 〃 第 4期障害福祉計
画 

●本市の障がい者福祉充
実に向け、各種施策の方向
性を明らかにした新たな
計画として策定したもの 

●児童発達支援センターと共同生活援
助（グループホーム）の整備については
留意が必要。 
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Ｎ
ｏ 

ﾍﾟｰ
ｼﾞ 

分
野 

上位・関連計画名 計画の位置づけ 再配置に関するﾎﾟｲﾝﾄ 

13 P15 都
市
基
盤 

都市計画マスター
プラン 

●市の都市将来像や土地
利用の基本方針、都市施設
（道路･下水道・公園等）
の整備方針を明確化し、各
種の都市計画を定める総
合的なガイドラインとな
るもの 

●都市づくりからみた、全般的な計画で
有り、公共施設については主要なものに
ついてその方向性等を検討しており、留
意が必要。 
●公共施設:老朽化施設の建て替え・耐
震化 
●生涯学習関連施設、体育館・スポーツ
施設、文教施設（小中学校・幼稚園・保
育所・子育て支援センター）の充実 

14 P16 
・17 

〃 

公共施設等総合管
理計画 

●市の公共施設等の全体
を把握し、現状や将来にわ
たる課題等を整理し、長期
的な視点により公共施設
等の総合的かつ計画的な
管理を推進することを目
的として策定するもの 
 

●本計画で検討する公共施設の管理に
関する総合的な計画で、本計画において
は、これに基づき検討を図ることとな
る。 
●大方針 1施設保有量の最適化 
大方針 2予防保全型への転換 
大方針 3効率的・効果的な運営 
●施設類型ごとに、各施設における維
持、改修（耐震化等）、廃止、移転、集
約化、管理・運営の方向性などを示して
いる。 

15 P18 〃 

耐震改修促進計画 ●建築物の耐震改修の促
進に関する法律に基づき、
市内の建築物の耐震診断
及び耐震改修の促進を図
るために策定するもの 

●公共施設の耐震化について目標を定
め検討している。 
●耐震化を優先的に進める建築物とし
て、庁舎、公民館、警察署及び消防署、
医療活動の中心となる病院及び診療所、
避難所となる学校及び体育館等その他
防災上特に重要な既存建築物を上げて
おり、これに留意することが必要。 

16 P19 〃 公営住宅等長寿命
化計画 

●市営住宅の現状を把握
し、必要な対策を検討する
もの 

●公共施設としての市営住宅が対象に
なる。 
●長寿命化を図るべき公営住宅として、
167 戸（全戸 261）を、その内 40戸が修
繕、127 戸が改善とし、94戸は用途廃止
となっており、整合が必要。 

17 P20 〃 伊豆の国市庁舎の
あり方協議会報告
書 

●庁舎の全般的な状況と
問題点を踏まえ、分散して
いる庁舎機能の集約化を
前提とし、集約の方法を含
めた候補地の抽出・評価を
行うもの 

●庁舎の集約化と移転について検討を
行っており、留意が必要。 
●集約化を踏まえた庁舎の規模を算定
し、これに基づき、新築７案、増築１案
から、２名以上の複数委員が選定した５
案について評価をまとめている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ
ｏ 

ﾍﾟｰ
ｼﾞ 

分
野 

上位・関連計画名 計画の位置づけ 再配置に関するﾎﾟｲﾝﾄ 

18 P21 〃 一般廃棄物処理基
本計画 

●一般廃棄物処理基本計
画は、「廃棄物の処理及び
清掃に関する法律」第６条
第１項に基づき、市町村に
策定が義務づけられたも
の 

●公共施設として該当するものは、清掃
センター、ごみ焼却場、リサイクルプラ
ザ、し尿処理場等になる。 
●これら施設の統廃合、改善等について
検討しており、留意が必要。 

○ごみ処理 
・現在稼働している焼却施設を廃止 
・適切な焼却処理の継続と新ごみ処理施設

整備 
（伊豆市と共同で施設統合） 
・平成 31年度稼働開始。 

○生活排水処理 

・老朽化している大仁し尿処理場は、施設
の統廃合も含めた施設整備を検討し、方
向性を明確する。 

 

19 P22 行
財
政
運
営
・
市
民
参
加 

市財政を取り巻く
状況 

●市政懇談会資料として、
「合併からこれまでの
様々な（財政上の）優遇策」
が、平成 33 年度で終了す
ることから、今後の財政関
わる課題を説明したもの 
 

●その他、財政的な負担を伴う行政課題
として、新ごみ処理施設の整備に関する
こと、斎場の整備に関すること、し尿処
理場の整備に関すること、旧大仁高校の
改修に関すること、その他公共施設（庁
舎を含む）の大規模改修や統廃合・再編
に関することを上げていることから、留
意が必要。 

20 P23 
〃 

中期財政計画 ●人口推計に基づき、概ね
10 年間の市の財政を検討
したもの 

●個別の公共施設についての言及はな
い。 
●中期財政運営の指針として、歳入の範
囲内で、歳出を調整し、縮減可能と考え
られる費目について目標値を設定し、歳
出の抑制に向けた指針となることから、
考慮が必要。 

21 P24 そ
の
他 

地域防災計画 ●市民の生命、身体及び財
産を災害から保護し、災害
時における社会秩序の維
持と公共の福祉の確保を
図るため、市の地域に係る
防災対策の大綱を定めて
いるもの 

●様々な災害に対する体制等が主なも
のとなる。 
●災害予防計画として、公共施設の耐震
化、災害応急対策計画として、避難所の
設置、地震防災施設緊急整備計画では防
災業務施設の整備などを上げており、こ
れらへの留意が必要。 

22 P25 〃 防災マップ ●災害時に避難する場所
や災害時の危険な場所が
記載され、避難するルー
ト、避難する場所などを自
分で記載できる 

●災害の危険性のある区域、その区域内
に位置する公共施設についてはその対
応検討が必要。 
●災害時の広域避難所、地区及び福祉避
難所、その他公共施設、医療関連施設と
して示されたものについて留意が必要。 

23 P26
・27 

〃 浸水想定区域図 ●平成 27 年の水防法の改
正による≪洪水浸水想定
区域≫と≪家屋倒壊等氾
濫想定区域図≫ 

●災害の危険性のある区域、その区域内
に位置する公共施設については、その対
応検討が必要。 
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ＮＯ.１ 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

第２次 伊豆の国市総合計画 

策定 平成 28年９月 

・基本構想 

目標 2025（平成 37）年 期間 2017

～2025年度（9 年間） 

・基本計画  

前期 2017～2021年度（５年間） 

後期 2022～2025年度（４年間） 

「伊豆の国市総合計画」は、将来に向けて「伊豆の国市」をどのよう

なまちにしていくのか、「まちの将来像」や「目標」を定め、これを実現

していく施策を総合的･体系的にまとめたものである。 

〈将来像〉 

ほんわり湯の国、美味（うま）し国、歴史文化薫る国、 

未来を拓く伊豆の国 

〈まちづくりの基本理念〉 

・共生と調和 
人と人、人と自然、人と文化の共生それぞれの調和によって地域風土
をつくり、伊豆の国らしい生活を継承・創出します。 

・継承と創造 

多様な産業とこれを支えてきた多彩な地域資源は、社会情勢の変化に
対応しいく知恵や力となります。これらの地域産業や地域資源を守り、
継承していくこと、未来を拓くこととの両輪で、活力を想像し、いき
いきと生活できる地域づくりにつなげます。 

・自助・共助・公助 

市と市民や民間がパートナであるという認識に立ち、お互い助け合い、
誰もが暮らしやすく、そして心温まる地域づくりを進めます。 

〈人口目標〉 

 

〈土地利用の基本方針〉 

○安全で安心な土地利用 

・災害に強いまち、少子高齢化に対応した
健康・安心な生活ができる環境づくりに
配慮した土地利用 

○公共の福祉を優先し、地域の活力と
利便性を高める土地利用 

・公共の福祉を優先した適正な土地利用誘
導、生活基盤整備 

・伊豆箱根鉄道の各駅周辺は都市機能や地
域生活と位置づけ、商業・業務・生活支
援・行政機能を集積 

・本誌固有の温泉や歴史文化資源を効果的
に活用し、地域の活力と利便性を高める
土地利用の推進 

○豊かな自然環境と共生し、地域資
源を生かした土地利用 

・富士山の景観、狩野川流域一帯の田園風
景、歴史文化資源など、美しい景観の保
全と形成、自然環境の保全・保護を図る
土地利用 

○市民・民間の参画と連携による計
画的な土地利用 

〈ゾーニングと拠点及び拠点の基本方針〉 

○食と農と観光交流ゾーン 
・優良農地の保全、観光農園や体験農園、市民農園等の交流の場の創出等 
・集落地＝田園と調和した集落地形態の維持や住環境の向上、生活道路整備、災

害対策等の実施 

○歴史・文化・観光交流ゾーン 
・守山中世史跡群や韮山城跡、江川邸、韮山反射炉等の歴史文化資源が点在する
区域周辺や伊豆長岡温泉周辺＝歴史にちなんだ周遊ルートの整備や歴史的街並
みや建造物の保全等による市民・観光客が歴史文化に親しむ環境の創出 

・韮山反射炉周辺や江川邸周辺＝景観重点整備地区（屋外広告物の規制等による
良好な景観の保全・形成） 

○健康・福祉・農業交流ゾーン 
・田方福祉村周辺＝高齢者福祉・障がい者福祉の充実 
・深沢川流域周辺等＝丘陵地等の立地特性を生かし、森林や農地、既存施設と連

携しつつ、観光交流や健康づくりの拠点となる施設の整備による活力ある地域
産業の振興 

○都市機能拠点/地域生活拠点 
・伊豆長岡駅、田京駅の周辺＝医療・福祉・子育て支援・教育文化・商業・行政
機能等の都市機能が融合した拠点の形成 

・原木駅、韮山駅、大仁駅周辺＝駅の利便性を活かした地域生活拠点の形成 

○医療拠点 
・順天堂大学医学部附属静岡病院周辺及び伊豆保健医療センター周辺 
・静岡県東部地域における医療拠点（静岡県のファルマバレープロジェクトと連
携、高度医療の提供や医学・健康産業等の集積を誘導） 

○産業・業務立地拠点 
・社会情勢や広域的な機能連携に配慮し、必要に応じ新たな産業・業務用地の確

保 
・伊豆中央道長岡北 IC周辺（低・未利用地等）は地域振興や経済活性化に繋がる
土地利用の誘導 

○新サービス業拠点 
・大仁南 IC周辺地域は時代の変革に対応する企業の誘致や地域に密着したサービ

ス業の集積の誘導 

○その他 
・玄岳周辺等及び葛城山や城山周辺等＝市民共通の財産となる自然環境や水資源
の保全、市民等の憩いの場、学習の場としての活用 

・集落地＝地域資源を活かし、集落の魅力を高め、生活道路整備や災害対策等に

よる自然環境と調和した集落地形態の維持や住環境の向上 
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ＮＯ.２ 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

新市まちづくり計画（伊豆の国市建

設計画） 

策定 平成 16年 9月 

伊豆長岡町・韮山町・大仁町合併協議会 

平成 26年 11月変更 伊豆の国市 

 

「新市まちづくり計画」は、伊豆長岡町、韮山町、大仁町の合併後の

新市におけるまちづくり全般のマスタープランである。本計画の実現を

図ることにより、３町の速やかな一体化を促進し、住民福祉の向上図る

とともに、新市全体の均衡ある発展をめざすとしている。 

〈新市まちづくりの基本理念〉 

・自然と調和し、美しい環境を未来に伝えてくまち 

・明日をひらく活力に満ちたまち 

・すこやかに暮らし、歴史と文化を守り誇りとするまち 

・狩野川を中心に、地域の個性活かしたまち 

・市民と行政が協働でつくるまち 

〈将来像〉 

自然を守り、 文化育む魅力（ゆめ）ある温泉健康都市 
 

〈将来人口の見通し〉 

○人口 

・平成 12（2000）年に 50,062 人だった人
口は、平成 17（2005）年に 50,225 人に
まで増加し、その後は減少傾向となり、
平成 42（2030）年には、39,040 人となる
ことが予想されます。 

・15 歳～64 歳の生産年齢人口と 14 歳以下
の年少人口の割合は減少し、65 歳以上の
高齢者人口の割合が増加していきます。 

 

○世帯 

・世帯数は、平成 12（2000）年に 17,420 世
帯であったものが、平成 42（2030）年に
は 14,877 世帯まで減少することが予想
されます。また、１世帯当たり人員につ
いては 2.87人が 2.62 人に減少し、世帯
の小規模化の進行が予想されます。 

 

〈土地利用構想〉 

○基本方針 

３町の土地利用の理念を基本としながら、新市に必要な自立性や広域的役割を
高め、豊かで多彩な自然・景観・温泉・産業・歴史文化などの個性を活かし、公
共の福祉を優先するともに新市の均衡ある発展を図ります。 

また、生活圏の広域化へ対応、地間連携を高めるための新市の一体化を推進し
つつ、近隣の三島・函南地域、伊豆南部、沼津、熱海・伊東地域との連携交流を
活発化し、伊豆全体の交流の中心となることをめざし、長期的展望に基づいた計

画的かつ総合なまちづくりを進めます。 

○施策の体系 
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ＮＯ.３ 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市人口ビジョン 

策定 2016（平成 28）年 2 月 

伊豆の国市 

対象期間:2060（平成 72）年度 

「伊豆の国市人口ビジョン」は、中長期的な人口動向による様々な影

響を分析し、目指すべき将来の方向と将来の人口展望を示した。国の「ま

ち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び静岡県の「地方人口ビジョン」

を勘案した「伊豆の国市まち・ひと・しごと創生総合戦略」と「第 2 次

伊豆の国市総合計画」の基礎として活用するものとしている。 

〈目指すべき将来の方向性〉 

・地域資源を活かして幅広い世代の希望をかなえる「しごと」

を創る 

・地域の魅力を情報発信し、移住・定住につなげる 

・出会い、結婚、子育て支援の充実を図る 

・定住地としての魅力をつくる 

〈人口の将来展望〉 
2015（平成 27）年の 49,787 人から 45 年後の 2060（平成 72）年は 37,000 人程度です。なお、それ以降も緩やか

に人口は減少するものの、長期的には 32,000 人程度で安定的に推移すると見込んでいます。 
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ＮＯ.４ 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

まち・ひと・しごと創生 

総合戦略 

策定 2016（平成 28）年 2 月 

伊豆の国市 

計画期間:2015（ 平成 27）年度～2019

（平成 31）年度（5年間） 

 

「伊豆の国市のまち・ひと・しごと創生総合戦略」は、まち・ひと・

しごと創生法に基づき、将来にわたって夢や希望を持てる伊豆の国市を

引き継いでいくことをねらいとして策定した。「伊豆の国市人口ビジョ

ン」を踏まえ、国や静岡県の総合戦略を勘案して、本市の「まち・ひと・

しごと創生」に向けた基本目標や推進施策、具体的な取組を示した。 

〈国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方や施策の方向〉 

 

〈総合戦略の進行管理〉 

・市民協働を推進上の不可欠な視点とし、全市が
一丸となって取り組むことで、最小の経費で最

大の効果を挙げることを目指します。 
・ＰＤＣＡマネジメントサイクルにより施策の見

直しと改善を重ねていくこととします。 

・基本目標ごとにその成果を示す指標を定め、推
進施策の取組を客観的に検証する重要業績評
価指標を設定し、基本目標や推進施策を横断的

に捉え、各取組の連携を図りながら推進しま
す。 

〈総合戦略の考え方〉 

・本市の総人口（国勢調査）は、1995（平成 7）

年をピークに減少に転じ、このまま人口減少が

進んだ場合は、地域経済、生活環境、財政運営

などに影響を及ぼすことが懸念されます。 

・今後、長期的な人口減少は避けられないものの、

人口減少のスピードや人口減少数を抑えるこ

とは可能です。 

・そのため本総合戦略では、『４つの基本目標』

を設定します。市民・関係機関・行政が一体と

なってそれぞれの取組を連携させていくこと

によって、幅広い世代から定住の地として選ば

れる「伊豆の国市」の実現につなげていきます。 

○地域の優位性を活かした戦略的取組 
東京から 100km 圏内で交通利便性が高く、豊か

な自然環境や歴史、温泉、世界遺産、医療など
の地域資源を有していることから、これらの資
源を最大限に活かした戦略的取り組みを実践し

ます。 

○“人口減少抑制策”と“人口減少社会適
応策”の組合せ 
移住・定住などの取組や人口の減少を一定程度

許容することのできるまちづくりによる戦略を
組み合せていきます。 

〈総合戦略の体系 （『4つの基本目標』と推進施策）〉 
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ＮＯ.５ 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

観光基本計画 

策定 平成 27年 3月 

伊豆の国市 

計画期間:2015（ 平成 27）年度～2019
（平成 36）年度（10年間） 

 

観光による地域活性化を実現するために、目標と施策の方針の設定、

これに基づく市が総合的かつ計画的に実施すべき施策について定めた。 

〈将来像〉 

“毎日が魅力あるまち“おもてなしの伊豆の国” 

～歴史と温泉、豊かな自然と農産物 ありのままの魅力発信～ 

〈理念〉 

私たちは、自らの日常の中に光る、当たり前の魅力に目を向け、それこそが、
多くの観光客をひきつけるものであるという自覚を持ち、市民一人とひとりの参
加による“おもてなしの伊豆の国”の実現のための取り組みを推進します。 

そして、その取り組みの推進によって、地域振興、産業･雇用の創出、国際親善、
文化･芸術等を活性化することを目指します。 

〈目標〉 

 

〈基本方針と施策の体系〉 

 

 

〈基本計画〉関連する施策 

○韮山反射炉周辺の魅力強化 

○健康・スポーツによる交流づくり 

○スポーツリズムの推進 

○安全で心な旅行環境の提供（ユニバーサルデザインによる による街並みの形成等） 

○魅力を結ぶ近隣市町との連携推進 

 

〈スポーツ施設・レクリエーション系施設〉スポーツ施設、レクリエーション施設・観光施設 
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ＮＯ.６ 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

教育施設整備計画 

 

策定 平成 20年７月 

伊豆の国市 

計画期間 

短期:平成 20年７月～平成 25 年 

中期:平成 26年以降 

子どもたちが安全で安心して学べる教育環境づくりや市民が

生涯にわたって学べる環境を整備するための施策や指針を取り

まとめた「伊豆の国市教育施設整備計画書」を策定した。 

〈伊豆の国市の教育の基本方針〉 

 

〈耐震化優先順位の考え方〉 
○教育関係施設の耐震化の優先順位の考え方 

構造耐震指標（Is 値）が 0.3 未満の建築物については、

地震による倒壊の危険性が高いことから耐震化を最優先
させ、次に、耐震性能ランク及び Is 値により区分し、
さらに、耐震性能ランク等が同様の場合には建物の用途

等により優先順位を定める。 

 

〈整備基本計画〉 

○分類別基本目標と施設整備方針 
・施設の規模・老朽化等の課題 
◇小学校では、７校中規模面でやや不足気味の学校が５校存在し、また、耐震未改
修施設が存在するのは４校となっている。特に、長岡南小学校と大仁東小学校の
屋内運動場は面積、耐震両方の問題を抱えている。 

◇中学校では、３校中規模面で若干不足する学校が１校、耐震未改修施設が存在す
る学校が２校存在する。特に、大仁中学校はどちらにも該当し、かつ施設の老朽
化がかなり進んでいる。 

○適正規模・適正配置の基本方針 

 

〈幼保一元化の検討〉 
基本的に、長期的な幼保一元化に向けて、次のような段

階的な方向性の案を示している。 
『幼保連合』: 幼稚園、保育園がそれぞれ別の場所で、

連携して教育、保育を行う。 

『幼幼（保保）統合化』: 二つ以上の幼稚園同士又は保
育園同士が統合し、一つの園になり、教
育、保育を行う。 

『幼保一体化』: 幼稚園と保育園が同一建物内において、
現行法制度下で幼稚園、保育園としてク
ラスを分け、教育、保育を行う。 

〈学校教育系施設〉学校（小学校・中学校） 〈子育て支援施設〉幼保･こども園、幼児･児童施設 
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ＮＯ.７ 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

 

社会教育・社会体育施設の今後の在り方・

活用方法について(答申) 

 

策定 平成 26年 9月 

伊豆の国市社会教育委員会 

 

地域社会や各種団体の活動の推進や生涯学習社会を活性化す

る交流活動、そこに集まる人々の交流など人と人との関わりや繋

がりから社会教育が推進されるために、社会教育・社会体育施設

が果たす役割はとても重要であることから、その今後の在り方を

答申した。 

〈基本的な考え〉 
・総合計画の基本方針「未来を担う人を育み、豊かな歴史、文化を築くまち、誰も
がすこやか、元気に生きるまち」の具現化を図る。 

・市民の生涯学習や交流、体力づくりや健やかな体(心身)の育成などの拠点として
の役割を担い、今後も地域交流の拠点や高齢者の体力増進活動、市民の健康維持
活動の拠点となることからその充実を図る。 

・既存施設の有効利用による多様なニーズに対応できる充実した施設への転換、老
朽化や安全面で問題が顕在化している施設などの統廃合などによる誰もが安全で
気軽に利用できるような施設整備 

〈整備基本計画〉 

〈社会教育施設〉 

・長岡中央公民館(あやめ会館) 
利用者も一定程度あり、災害時の避難拠点であることから、当
面は現状のままで使用継続することが望ましい。 

・韮山農村環境改善センター 
一定程度の利用があり、行政の市民窓口機能を併設する予定が
あることから、当面は現状のままで使用継続することが望まし
い。 

・大仁市民会館 
耐震対策が必要で、利用者の安全を考慮すると抜本的かつ早急
な検討が必要で、大仁支所など他の市施設への移行等により、
当面は利用しない形とすべきと考える。 

・韮山生涯学習センター 
廃校となった韮山小学校奈古谷分校の施設を、奈古谷区が指定
管理者制度を利用して管理しているが、利用が少なく、年間の
管理費は賄えていない。奈古谷区から管理に対する負担が重く、
改善要請が市に提出されており、今後の在り方については、奈
古谷区と市当局の間で十分協議した上で方向性を見出すことが
必要と考える。 

・野外活動センター(茅野っ子ひろば) 
平成２６年４月開設の新しい施設。今後の利用促進のために、
隣接施設との連携、宿泊棟への対応などの充実を検討すること
が必要である。 

〈社会体育施設〉 

・長岡体育館 
観覧席の設置などの整備により、屋内体育施設の核としての充
実を図る。 

・韮山体育館 
隣接する中学校の利用が有り、施設の利用率は高く、中学校使
用時以外での施設開放を継続する。 

・大仁体育館 
老朽化が進んでいるが、利用がそれなりにあり、利用者の安全
を考え修繕を行いつつ現状維持とする。 

・大仁東体育館 
耐震補強や野外活動センターとともに利用者の利便性や安全を
確保するため早急に整備するよう要望する。 

・さつきヶ岡公園 
この公園と併せて、野外活動センターの校舎施設や野外炊事場
などと、市民の森やまごころ市場を、このエリアを“伊豆のふ
る里"として活性化を図ることを要望する。 

・韮山運動公園 
野球場の夜間照明、陸上競技場用及びサッカ 一場の公式戦仕様
化、観覧席の設置など、屋外施設の核として早急に整備する必
要がある。 

・江間グランド 
利用団体が地域に密着していることから、地元の利用者に管
理・運営を移管すべきと考える。 

・神島グラウンド 
維持管理の負担も少ないことから、現状維持とする。 

・狩野川リバーサイドパーク 
テニスコート・弓道場の利用率は高く、現状維持とする。 

・広瀬公園 
テニスコート・弓道場の利用率は高く、現状維持とする。 

・江間公園 
テニスコートは新設で、利用が促進されるよう広報し、現状維持とする。 

・大仁武道館 
老朽化や耐震強度に問題があり、早急に利用を中止すべ き。将来的には、コミ
ュニティセンターを指向した施設の在り方を検討すべき。 

・長岡温水プール 
市唯一の指定管理者制度による温水プールで、現状維持とする。 

〈図書館〉 

・中央図書館(本館) 
市内での利用は最も多く、施設や蔵書の規模から市内図書館の本館として、これ
らの実績数値を維持するように一層の環境整備に努める。 

・韮山図書館(分館) 
韮山駅に隣接し、韮山文化センターに併設され、利便性も良く、管理面などから
の受付の統一、施設のバリアフリー化を図る。 

・長岡図書館(分館) 
図書館の機能としては廃止すべき 
の利用者の中央図書館や韮山図書館による本館の利用者の受入と、代替施設とし
て公共施設の空きスペース活用を検討する。 

 

〈学校教育系施設〉学校（小学校・中学校） 〈子育て支援施設〉幼保･こども園、幼児･児童施設 
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ＮＯ.８ 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

市立幼稚園及び保育園の在り方に

ついて（意見書） 

平成 27 年 12月 

伊豆の国市立幼稚園及び保育園在り方

検討委員会 

 

本市において、保育園における待機児童の解消や一部の幼稚園におけ

る園児数の減少対応などの喫緊の課題を解決し、伊豆の国市のまちづく

り基本方針の大きな柱である「未来を担う人づくり」「子ども安心して産

み育てられる環境整備」に基づき、伊豆の国市立幼稚園・保育園の在り

方検討 委員会を設置し、地域の枠組みを踏まえながら全市的な観点で幼

稚園・保育園の在り方を検討した。 

 

〈今後の幼稚園・ 保育園の在り方〉 

○長岡幼稚園 

継続維持することが望ましい。 

○共和幼稚園 

平成 24年度に新築。完成後に耐震基準の法改正。耐震補強工事
を実施、ハード面での問題はクリアきている。 

○富士美幼稚園 

平成 17 年度に新築、築 10 年。雨漏れ等頻繁にあるもの補修
により使用可能と考える。園児数も各歳児２クラスずつあり継

続維持することが望ましい。 

○田京幼稚園 

平成 23 年度に新築。施設も充実しておりハード面は問題ない
が、今後、空き教室活用の検討が必要となるが当面は継続維持
すること望ましい。 

○のぞみ 幼稚園 

平成 15年度に新築、比較的施設も新しく充実。遊戯室天井に強

度不足の診断を受けたが、耐震補強工事実施する予定であり、
ハード面での問題はクリアできるものと考える。現在、各歳児
とも１クラスで、空き教室活用の検討が必要である。 

同じ小学校区で小規模施設となっている大仁東幼稚園の受入れ
先として適切である。 

○大仁東幼稚園 

築 30年を経過し、継続使用する場合は建替えも視野に入れる必
要がある。自然環境については、大変恵まれている。これを生

かして、地域とのかかわり深くもった少人数教育進めているが、
現在の園児数が８名で、ことに年長クラスにおいては０名であ
り、一人当たりの教育コストが他園と比べて高くなっている。

近隣住民が少なく、防犯上の問題がある。 
子どもの健やかな成長のため、多く子どもとかわりが持てる教
育環境を考えると施設の立地条件や今後の人口推計からも、 こ

状況が好転するとは考えにくいことから、同じ小学校区のぞみ
幼稚園との統合が望ましく、統合においては保護者等に対する
十分な説明により理解を得る必要があると考える。  

○長岡保育園 

立地場所が土砂災害特別警戒区域内にあり、安全上の大きな問題

を抱える。築 30 年が経過し、施設の補修工事などの維持費や敷
地の賃貸料が大きな負担となっている。 
保育園の需要がまだ多いこと、安全・安心な子育て環境を提供す

る必要があることから移転・建替えが望ましい。 

○あゆみ保育園 

平成 25 年度開園、新舎で快適に保育がきる環境あり、施設的に
は一時保育室、病児保育室も有し、多様な保育に対応可能な施設 
である。人的対応が整えば面積的にも待機児童の受け皿となり得

る施設であり、立地場所も良く市の保育園施設の核として活用を
検討していくことが望ましい。 

○ひまわり保育園 

平成６年に建築され、平成 23 年度に大規模な補修工事を実施し
ている。敷地の一部は借地であるが、保育ニーズ高い地域である

ため継続維持していくことが望ましい。 

○ひまわり保育園大仁分園 

ひまわり保育園の分園として０歳児、１歳児を中心に保育を実
施、一時保育事業については年間延べ 1,000人を超える児童の利
用があり、保護者からも大変好評で、子育支援に貢献できている

施設である。築 34 年で、耐震性に問題があり、県から改善指導
を受けている。 
今後は、安全・安心な子育て環境を提供する必要から、分園とし

ての機能を廃止し、一時保育事業についてはあゆみ保育園などに
シフトすることが望ましい。 
 

 

 

〈子育て支援施設〉幼保・こども園（幼稚園） 
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ＮＯ.９ 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

第２次地域福祉計画 

策定 平成 25年３月 

伊豆の国市 

計画期間:平成 25年度～平成 29 年度（5年間） 

市に暮らすすべての人を対象に、地域における福祉活動を進め

るための基本計画として策定する。 

〈計画の基本理念〉 

市民が支える地域福祉 心温まるいずのくに 

 

〈計画の基本目標と具体的な取り組み〉 

 

 

基本目標３ 安全・安心に暮らせる環境づくり 
○ユニバーサルデザイン、バリアフリー化の推進 
〈施策の方向〉 
ユニバーサルデザイン、バリアフリー化の措置を講ずることにより、移
動上及び施設利用の利便性と安全性の向上を図り、高齢者や障がいのあ
る人が活動しやすいまちづくりの環境整備の推進 

〈施策〉 
－公共施設のユニバーサルデザイン、バリアフリー化の推進－ 
・公共施設の整備 
道路や公園、 その他公の施設については身体障がい者用トイレ、視覚障がい者
誘導ブロックの設置、通路の段差解消 など優先度の高い施設からユニバーサル
デザイン・バリアフリー化 

・観光エリアの整備 
外国語を含む観光案内看板、誘導標識等の再整備やバリアフー対応の観光トイレ
設置等、誰もが気軽に訪れることができるようユニバーサルデザインに基づく観
光エリアの整備の推進 

－民間施設の整備促進－ 
・民間施設のバリアフー化の促進 
不特定多数の人が訪れる生活関連施設等は、ユニバーサルデザイン基づく施設整
備やバリアフー化を働きかけ、施設整備に対して支援 

〈子育て支援施設〉幼保･こども園、幼児･児童施設 〈保健・福祉施設〉高齢者施設、保健施設 

ＮＯ.10 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

高齢者保健福祉計画 

第６期介護保険事業計画 

策定 平成 27年３月 

伊豆の国市 

計画期間:平成 27年～平成 29 年（3 年間） 

（中長期として平成 37年を見据える） 

高齢者が地域でいつまでも明るく生き生きとした生活ができ

る仕組みや高齢者の暮らしを地域社会全体で支える体制とした

地域包括ケアシステムの構築を目標とする「伊豆の国市高齢者保

健福祉計画及び第６期介護保険事業計画」を策定した。 

〈基本理念〉 

地域で支え合い、だれもがすこやか、元気に生きるまち 

 

〈日常生活圏と地域包括センターの考え方〉 
・地域包括支援センター 
→平成 23年度より２か所に設置。保健師、社会福祉士や
主任ケアマネジャーなどが中心となり介護予防に関す

るマネジメントをはじめとする高齢者への総合的な支
援を実施 

→きめ細やかで迅速な対応ができるよう、日常生活圏域

に３つ（長岡・韮山・大仁地域包括支援センター）の
地域包括支援センターを設置 

・地域包括支援センター運営協議会 

→地域包括ケアの中心的役割を担う地域包括支援センタ
ーを統括し、監督・指導や連携調整を図り、中立性・
公平性を確保する適正な事業運営の実施 

・日常生活圏域 
→前計画と同様に長岡地区、韮山地区、大仁地区の３圏
域 

 

○介護保険施設の整備予定 

〈施設整備の方針〉 

・需要と供給のバランスに注意しながら、在宅サービス、介護予防サー
ビス、地域密着型サービスの基盤整備を進める。 

・施設・居住系サービスは、今後開所が予定される施設や近隣市町の施
設を活用し、施設入所待機者への対応を図る。 

・今後、養護老人ホームの特定施設化を推進する。 

・伊豆の国市介護保険運営協議会及び地域包括支援センター運営協議会
において、事業所の審査、指定や適切な運営を図る。 

 

〈保健・福祉施設〉高齢者施設 
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ＮＯ.11 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

子ども・子育て支援事業計画 

第２次 次世代育成支援行動計画 

策定 平成 27年３月 

伊豆の国市 

計画期間:平成 27（2015）年度～平成 31（2024）

年度（5年間） 

「地域全体で子育てに優しいまちを創っていく」ことを重点と

し、「地域での子育て支援」や「見守り活動、子どもの安全安心、

学校教育の充足」などを継続させ、新たな法制度の「子どものた

めの教育・保育給付」と「地域子ども・子育て支援事業の強化」

などと合わせ、本計画の策定を図った。 

〈基本目標〉 

ゆったりのんびりこころ温か子育て支援 

～子どもを安心して産み育てられる環境の整備～ 

〈基本計画〉 

子どもを社会全体で支えると共に、教育機会の確保を行う
（家庭や地域の教育力） 
・子育てサロンの活動充実◆地域の公民館などを利用し、ボラン
ティア等による子育て中の親子が集えるサロンの運営が可能と
なるよう検討します。 

・地域の公民館など既存施設の活用◆子ども同士が気楽に遊べる
場として、地域の公民館が利用可能となるよう自治会等へ働き
かけます。 

子どもの生きる力の育成に向けた学校教育環境の充実 
・充実感のある授業の展開◆魅力ある授業を実現するため、幼稚
園・小学校・中学校を会場にして授業研修会を実施◆幼小連携

を推進、幼稚園と家庭の連続性を配慮、預かり保育や子育て支
援を推進（幼稚園） 

誰もが希望する教育と保育サービスが受けられるように 
・幼稚園の充実◆施設の老朽化や統廃合による園舎の建替えや移
転などを行い、子どもが安心して過ごせる幼稚園の整備を推進
◆保護者の就労等に対応した、預かり保育の導入や、認定こど

も園への移行など、民間事業者への多様な支援 
・認定こども園の導入◆ 少子化の進行と、保育所へのニーズの増

加などから、保育所若しくは幼稚園における認定こども園の導

入希望に対して、適切な対応並びに支援。 

特に支援が必要な子どもが健やかに育つように 

・誰もが身近な場所で安心して通える場所の提供（伊豆の国市
児童発達支援センター）◆児童発達支援センターを拠点とし

た、障がいのある児童や障がいが疑われる児童を通所させ、
日常生活における基本的動作の指導、自活に必要な知識や技
能の付与または集団生活への適応のための訓練を行う通所

支援や放課後等デイサービス、相談体制の充実。 

子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるよう
に 

・ファミリー・サポート・センターの普及◆ ファミリー・サ
ポート・センターの周知を図り、会員（おねがい会員、まか
せて会員）を募集し、安心して子育てができる環境を確立 

・地域子育て支援センター機能の強化◆未就学児やその保護者
が相互の交流を行う場である子育て支援センターを通じた
子育てについての相談、情報提供、助言、その他の支援充実。 

安全、安心まちづくりの整備促進（道路、公共交通、公
園等） 

・身近で遊べる公園の充実◆既存の公園の適正管理◆ 遊具な

どの安全点検に取り組み、安心して遊べる公園を維持◆ 公
園施設は、都市公園条例に基づいた適正な配置 

 

〈市民文化系施設〉集会施設 〈子育て支援施設〉幼保・こども園（幼稚園） 

ＮＯ.12 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

第４期障害者福祉計画 

策定 平成 27年３月 

計画期間:平成 27年度～平成 29 年度（3年間） 

本市の障がい者福祉充実に向け、各種施策の方向性を明らかに

した新たな計画として「伊豆の国市第４期障害福祉」策定する。 

〈基本理念〉 

その人らしく自立し、安心した生活が送れる、ぬくもりの
あるまち 

〈障がい者福祉サービス提供体制の確保に関する基本的
な考え方〉 

障がい福祉サービスの提供体制確保に当たって

は、障害者計画の基本理念を踏まえ、次に掲げる

点に配慮して、数値目標を設定し、計画的に整備

する。 

◎ 訪問系サー ビスの充実 
◎ 日中活動系サービスの保証 
◎ 地域生活への移行推進 
◎ 一般就労への移行を推進 
◎ 障がい児支援体制の整備 
◎ 包括的相談支援体制の整備 

◎ 障がい者の地域生活の支援 

障がい福祉サービス・地域生活支援事業の目標 

〈基盤整備計画〉 

市内において、平成 27 年度に児童通所サービスの提供場所として、児
童発達支援センターを１箇所整備する。共同生活援助（グループホーム）
１箇所の整備を計画する。 
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ＮＯ.13 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

都市計画マスタープラン 

 

策定 平成 23年 3月 

目標:2028年（平成 40 年） 

 

 

市の都市将来像や土地利用の基本方針、都市施設（道路･下水

道・公園等）の整備方針を明確化し、各種の都市計画を定める総

合的なガイドラインとなる。 

〈まちづくりの理念〉 

自然や歴史と共生する活力ある健康都市“伊豆の国” 

〈まちづくりの目標〉 

○自然を生かした、快適なまちづくり○産業が振興し活気あふれるまち

づくり○地域の歴史と文化を生かしたまちづくり○健康で心豊かなま

ちづくり○誰もが安全で安心に暮らせるまちづくり○市民とともに歩

むまちづくり 

〈まちづくりの将来フレーム〉 

 

○将来都市構造 

・市街地ゾーン（狩野川周辺の低地、都市的要素の集中する市街
地（市街化区域））→良好な住宅地、商工業の利便を図る都

市環境形成 
・集落地ゾーン（市街地周辺の集落地）→自然豊かな農村集落環

境、伝統的営農風景・景観の維持、少子高齢化対策等によ

る地域活性化、市北部別荘地→自然環境と調和した良好な
居住環境の維持 

・自然環境保全ゾーン（市街地周辺の農地･山林・山地）→自然環

境や生態系の保全を図り、公園や観光拠点など、自然との
ふれあいの場と自然と調和した土地利用を図る。 

○まちの拠点 

・中心的な地域生活拠点＝伊豆長岡駅周辺 
・地域生活拠点＝伊豆箱根鉄道駿豆線各駅周辺 
・地域生活拠点周辺＝既存の都市機能の充実 

・医療拠点＝順天堂大学医学部附属静岡病院周辺及び伊豆保健
医療センター周辺 

・新サービス業拠点＝大仁南インターチェンジ周辺地域 

・歴史・文化保全活用拠点＝韮山反射炉、韮山城跡、江川邸、
守山、北条氏邸跡など 

・食と農のまちづくり拠点＝市内の観光農園、まごころ市場周

辺 
・観光・レクリエーション拠点＝葛城山・城山及びその周辺、

伊豆長岡温泉周辺、東部山間地内ゴルフ場等レクリエー

ション施設周辺 
○その他都市施設の基本方針 
・公共公益施設 

老朽化した施設の建て替え、耐震補強の推進 
生涯学習関連施設の充実 
体育館や運動場等のスポーツ施設の充実 

・文教施設 
幼稚園や小中学校の施設や設備の充実、老朽化した園舎や校
舎、体育館などの改築・移転に併せた施設の耐震改修等の推進、

保育所や子育てセンター等の充実 
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ＮＯ.14-a 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

公共施設等総合管理計画 

策定 平成 28年３月 

計画期間:平成 28年度～平成 57年度

（30年間） 

 

市における公共施設等の全体を把握し、公共施設等を取り巻く現状や

将来にわたる課題等を整理し、長期的な視点により公共施設等の総合的

かつ計画的な管理を推進することを目的として策定する。 

〈今後の管理に関する大方針〉公共施設 

大方針 1施設保有量の最適化 

大方針 2予防保全型への転換 

大方針 3効率的・効果的な運営 

〈公共施設等の管理関する基本的な考え方〉 

○点検・診断及び安全性確保の実施方針 

・建築後別の公共施設状況をみると、建築後 30 年以上経過した
建築物の延床面積が全体の約５割で、建築物や設備の老朽化に
伴う機能損失を未然防止することが極めて重要である。 

・日常的・定期な点検や診断を導入することにより、損傷や故障
の発生に伴い修繕を行う「事後保全」から、機能の低下の兆候
を検出し事前に使用不可能な状態を避けるために行う「予防保
全」転換し、計画的な保全に努める。 

・点検・診断は、「法定」と「自主」を組み合わせて実施し、建
築物や設備の機能を維持する事を基本とする。 

・ 得られた施設の状態や対策履歴の情報を記録し、次期点検・
診断に活用するメンテナンスサイクルを構築し、継続的な取り
組みを図る 

・点検・診断の結果、劣化状況などから危険性が認められた施設
については、施設の利用状況や優先度を踏まえ、改修、更新、
解体などを検討し、安全性の確保に努める。 

○維持管理・修繕更新等の実施方針 

・公共施設の整備には、PPP や PFI などを検討するとともに、効
率的な維持管理や収入の確保に努めるなど、ライフサイクルコ
スト（生涯費用）の縮減や行政サービの維持向上につなげる。 

・各施設における部位・部材などの修繕周期及び前述の点検・診
断結果を踏まえ、適切な時期に修繕を実施することより機能の
維持に努める。 

・施設の更新には、人口の動向や市民ニーズ、周辺施設の立地状
況及び類似施設の状況などを踏まえ、適正な規模を検討すると
ともに、機能の統合（集約化・複合化）や減築などを検討し、
効率的な施設配置を目指す。 

○耐震化及び長寿命の実施方針 

・公共施設の再配置の観点から継続して使用いく施設を対象と
し、耐震診断の結果などを考慮し、段階的に耐震化を推進する。 

・施設の長寿命化は、長寿化改善を実施し、ライフサイクルコス
トの縮減を見込める施設を対象とし、定期点検や予防保全の結
果を踏まえて改修を計画的に実施することにより、劣化の進行
を遅らせ、施設の機能低下を長期間にわたって抑えいくとで、
維持管理費用の抑制と平準化を目指す。 

・今後の継続・保有施設のうち、建築後 30 年を経過している施
設については、劣化度調査の実施を検討するとともに、調査実
施の際はその結果を踏まえ、大規模改修時に長寿命化改善を併
せて実施することで、長期的な維持管理コストの縮減を図る。 

・今後、新たに策定する長寿命化計画については、本計画におけ
る方針と整合を図る。 

○統合や廃止の推進方針 

・現状の施設の有効利用や必要応じて他用途への転用を図るな
ど、利便性や地域の特殊性などに配慮するとともに、財政事情
を考慮しながら計画的に進める 

・現在、分散している公共施設は機能の集約化を図り、市民サー
ビスの効率化に努める 

・現在、利用が少ない施設や将来的に利用が見込めない施設など
については、人口構成の変動や財政状況など踏まえながら、客
観的視点か保有の必要性を検討し、保有総量の縮減を図る。 

・施設の統合や廃止により生じる跡地は、売却などの処分により、
将来的に維持していく施設の維持管理・整備費用のための財源
として活用を図る。 

〈施設類型ごとの管理に関する基本的な方針〉 

１．市民文化系施設 

①集会施設 
・「長岡中央公民館（あやめ会）」、「韮山農村環境改善センター」 
→当面は現状の使用を継続、貸出施設の使用状況及び利用者の
範囲や行政の事務所としての利用状況などを考慮し、集約化
を検討 

・「韮山生涯学習センター」 
→地区と協議しながらそのあり方について検討 
・その他の公民館及び集会所 
→将来的に土地建物を地元に譲渡し、地域住民よる施設の管
理・運営を目指す 

②文化施設 
・「長岡総合会館 (アクシスかつらぎ)」、「韮山文化センター（時

代劇場）」 
→利便性が高く、 多くの市民に利用されている施設であり、
定期的な点検や修繕などの実施により、施設の適切な維持管
理を図る。 

・「大仁市民会館」 
→一定の利用はあるものの、老朽化が著しいことや耐震性が不
足していることから、既存の公共施設へ会館機能の移転を目
指す。 

２．社会教育系施設 
①図書 
・「中央図書館」、「韮山図書館」 
→多くの市民に利用されている施設であり、定期的な点検や修
繕などの実施により、施設の適切な維持管理に努める。 

・「長岡図書館」 
→安全性の面から平成 28年 3月で利用を休止し、「中央図書館」
と「韮山図書館」にその機能を移転するともに、休止後の建
物のあり方について検討する。 

②博物館等 
・「韮山郷土史料館」 
→老朽化が著しいことや耐震性が不足していることから、博物
館機能の移転を検討する。 

・「歴史民俗資料館」 
→市の歴史を後世に伝えるための重要な施設であることから、
定期的な点検や修繕などの実施により、施設の適切な維持管
理に努める。 

３．スポーツ・レクリエーション系施設 
①レクリエーション施設 ・観光施設 
・「長岡南浴場」、「長岡北浴場」、「韮山温泉館 」 
→設置目的や利用状況、維持管理費用などを踏まえ、市内に３
カ所ある高齢者温泉施設と一体的に施設のあり方について
検討する。 

・平成 27年 9月に閉鎖された「観光情報センター（跡地）」 
→関係機関との調整により、効率的な跡地活用を図る。 
・観光トイレの３施設 
→設置目的である観光客の利便性の向上を図りつつ、適正に維
持管理し、その利用状況によって、設置している施設の運営
団体による管理運営について検討する。 

・その他レクリエーション施設・観光施設 
→施設の安全性の確保に努めるとともに、観光客の利便性の向
上を図ることにより、利用増進を目指す。 
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ＮＯ.14-b 

②スポーツ施設 
・体育館 
→市民以外にスポーツ合宿などで利用され、今後も利用者の増
加が見込まれ、設備面の更新等を計画的に実施し、定期的な
点検や修繕などの実施により、施設の適切な維持管理に努め
る。 

・「大仁武道館」 
→耐震性が不足しているため平成 28年 3月で使用を休止し、 施
設を廃止する予定。 

・「神島グラウンド」 
→スポーツ活動の場として利用が見込まれ、定期的な点検や修
繕などの実施により、施設の適切な維持管理に努める。 

・「江間グラウンド」 
→利用団体が地域に密着していることから地元の利用者による
管理運営を検討する。 

・「長岡温水プール」 
→市内及び市外から多くの利用者が見込まれ、定期的な点検や
修繕などの実施により、施設の適切な維持管理に努める。 

４．産業系施設 
→来訪者の安全性や利便を確保するため、定期的な点検や修繕
などの実施により、施設の適切な維持管理に努める。 

５．学校教育系施設 
①学校 
→今後は更なる少子化の進行が想定されるが、当面は現状施設
配置を維持する。ただし、施設の老朽化が著しく、将来構想・
計画の策定や劣化調査を実施し、施設の計画的な長寿命化や
建替えなどを検討する。 

・「韮山中学校 」の旧技術棟 
→老朽化が進んでいることや耐震性も不足していること か 
ら、解体する予定である。 

・「長岡北小学校 」体育館 
→耐震性が不足しており、耐震補強を実施する。 
・余剰教室 
→地域の実情を踏まえながら他施設と複合化などを検討する。 

②その他教育施設 
・給食施設・センター 
→老朽化への対応や施設運営の効率化に向けて、施設の集約を
目指す。 

６．子育て支援施設 
①幼保・こども園 
・「長岡保育園」 
→土砂災害特別警戒区域（急傾斜地の崩壊）に立地しているこ
とから、施設の移転などを検討する。 

・「ひまわり保育園大仁分園」 
→施設の老朽化などにより継続的な利用が困難であることか
ら、分園としての機能は廃止し、ひまわり保育園などに移転
することを検討する。 

・「大仁東幼稚園 」 
→施設の老朽化が進んでいることや、園児 10名未満で増加の見
込みがないことから「のぞみ幼稚園 」との統合を検討する。 

・幼稚園 
→施設の利用状況や保育園へのニーズを踏まえながら、 幼稚園
の利活用を検討する。 

②幼児・児童施設 
・子育て支援の２施設及び放課後児童教室などの６施設 
→少子化の進行に伴い、将来的に利用者数の減少が想定される
が、核家族化や夫婦共働きの増加などの社会構造変化に伴う
利用者ニーズも高く、現状の施設配置を維持する。 

・放課後児童教室などの６施設 
→対象児童年齢の引き上げで、定員増加による建物規模の確保
が課題となるが、空き教室を活用し効率的な施設運営を行う。 

・「児童館」（大仁武道館 と同じ建物内に設置） 
→耐震性の不足なより、平成 28年 3月で利用を休止し、施設を
廃止し、既存の公共施設へ児童館機能を移転する。 

７．保健福祉施設 
①高齢福祉施設 
・「高齢者健康会館」「老人憩の家水晶苑」「高齢者温泉交流館」 
→設置目的や利用状況、維持管理費用などを踏まえ、市内に３
カ所ある観光温泉施設と一体的な施設のあり方を検討する。 

 

②保健施設 
・「韮山福祉・保健センター」 
→介護予防事業の利用が予定され、今後も利用者の増加が見込
まれる。設備面の更新などを計画的に実施し、定期的な点検
や修繕などの実施により、施設の適切な維持管理に努める。 

８．医療施設 
・敷地及び建物は、公益財団法人伊豆保健医療センターへの移
管や民間への売却などについて検討する。 

９．行政系施設 
①庁舎等 
・平成 25年度末から庁舎機能の集約について、調査・検討が進

められており、その結果を踏まえ、集約の方法や時期などを
検討する。 

②その他行政系施設 
・防災センター 
→避難場所に指定されており、定期的な点検や修繕などの実施
により、施設の適切な維持管理に努める。 

10．公営住宅 
・維持管理の対象とする住宅は「伊豆国市公営等長寿命化計画」

に基づき計画的な修繕・改善事業を推進する。 
・解体・撤去の対象となる住宅跡地については、地域の実情や
土地需要に配慮しながら効率的な土地活用を目指す。 

11．公園 
・市民の交流や憩い場所であり、スポーツ活動の拠点として、
市内外から多くの利用者が訪れる施設である。定期的な点検
や日常的な維持管理により施設の安全性確保や利用者の利便
性の向上に努める。 

・「広瀬公園」に設置されているプール 
→老朽化と利用期間が短く、ポンプ設備などの維持管理費が高
額なことから、屋外プールのあり方について検討する。 

12．供給処理施設 
・既存のごみ焼却施設 
→新しいごみ焼却施設が平成 34年度に稼動する予定であり、整
備完了後に廃止する。 

・「韮山リサイクルプラザ」「大仁リサイクルセンター」「長岡清
掃センター」内の資源ごみの処理機能 

→ごみ焼却施設の整備に伴い配置状況などを踏まえた施設のあ
り方を検討する。 

・最終処分場 
→埋め立て量の目標値に近づき、広域的な連携も視野に入れ対
応を検討する。民間連携による焼却灰の再利用を検討し、埋
め立て量の減量化を実施する。 

・し尿処理場 
→「大仁し尿処理場」は廃止し、「長岡し尿処理場」と「韮山し
尿処理場」の２処理場体制としたが、維持管理費の抑制や効
率的な処理のため１処理場体制への移行を進める。移行の完
了までは適切な維持管理に努める。廃止した施設について、
解体撤去を進め、跡地の有効活用を検討する。 

・「資源循環センター農土香」 
→資源循環施設として継続して維持管理を図る。 

13．その他 
・「長岡斎場」 
→施設や設備の老朽化で施設規模が不足することから、耐用年
数や市民意向を踏まえ、新たな火葬場の整備を進める。整備
が完了するまでは適切な維持管理に努める。 

・「旧田中山分校」及び「旧高原分校」 
→建物の状況を踏まえながら有効活用の可能性を検討する。 
・ポンプ場 
→内水対策に必要な施設であり、機械設備の定期的な点検など
により、施設の維持管理に努め、必要に応じ施設更新を行う。 

・排水機場及び揚水場 
→農業生産の安定や農地保護に必要な施設で、機械設備の定期
的な点検などにより、施設の維持管理に努め、必要応じて施
設の更新を行う。 

・「市営 1号源泉」 
→温泉供給施設のあり方に沿って、機械設備の整備を図る。 
・上記以外の施設は、安全性確保に努めながら適切な維持管理
に努める。 
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ＮＯ.15 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

耐震改修促進計画 

平成 28 年４月変更（平成 20年 2月策定） 
計画期間:平成 27年度～平成 29 年度（3年間） 

本計画は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律 

第 123 号。以下「法」という。）第６条第１項に基づき、市内の

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るために策定するもので

ある。 

 

〈公共建築物の耐震化の目標設定〉 

・災害時、学校は避難場所等、病院は災害の負
傷者治療、庁舎は被害情報収集や災害対策指
示など、多くの公共建築物が応急活動の拠点
として活用される。 

・平常時の利用者の安全確保とともに、災害時
の拠点施設としての機能確保から、公共建築
物の耐震性確保が必要であり、強力に公共建
築物の耐震化の促進に取り組むことが求めら
れている。 

・市では、県とともに学校、庁舎等の公共建築
物の耐震診断を行い、結果等を公表、具体的
な耐震化の目標と耐震化計画を策定するな
ど、積極的に耐震化の促進に取り組んでいる。 

・市が所有する公共建築物は、耐震性能に係る
リストを平成 19 年３月に公表し、耐震性が
不足する市有建築物について計画的に耐震化
を進めるため、耐震化の実施方法等を定めた
耐震化計画を平成20 年２月に策定している。 

・平成 27 年 4 月 1 日現在、市有建築物の耐震
化率は 76.4％（県が想定している東海地震に
対する耐震化率）である（表 1-7）。 

・東海地震に対して耐震性能がやや劣るランク
Ⅱ、耐震性が劣るランクⅢの建築物及び未診断
建築物、計 31 棟については、施設の状況に応
じて移転、解体、建替等を実施していく。 

 
□市有建築物の耐震性能（平成 27 年 4 月 1日現在）   （棟） 

 

〈建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定〉 

 

 

〈建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策〉 
○優先的に着手すべき建築物等の設定 

ア 建築物の耐震化を優先的に着手すべき建築物 

①地震が発生した場合→災害応急対策の拠点の庁舎、公民館、警察署及び
消防署、医療活動の中心となる病院及び診療所、避難所となる学校及び
体育館等その他防災上特に重要な既存建築物 

②耐震改修促進法で定める特定建築物 
③文化財である建築物及び文化財が収蔵されている建築物 
④旧建築基準法で建築された市営住宅及び一般住宅 

イ 重点的に耐震化すべき区域 
・静岡県地震対策推進条例第 15 条第４項に規定する緊急輸送路、避難路又

は避難地等の沿道 

・木造住宅密集地区（例えば、木造住宅密 30 棟/ha以上となる） 

○地震時に通行を確保すべき道路の指定 
市の地域防災計画に位置付けられた緊急輸送路や避難路は、地震後の避

難・救急・消火・緊急物資の輸送機能等を担うため重要な道路であり、そ
の沿道建築物の倒壊による道路閉塞を防止し、道路機能を確保していくこ
とは非常に重要である。市では、緊急輸送路等の避難路沿道建築物の耐震

化を促進するため、法第６条第３項第２号の規定に基づき建築物の所有者
等に耐震化の努力義務を課す道路として、地域防災計画に位置づけられた
避難路を指定する。 
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ＮＯ.16 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

公営住宅等長寿命化計画 

策定 平成 27年３月 
平成 27 年度～平成 36 年度（10 年間、概ね 5 年
ごとの見直し） 

市営住宅においてその現状を把握し、老朽化した住宅については

建替えや用途廃止を検討し、その他住宅については長期間活用する

ために必要な対策を検討する。 

〈目的〉 

住棟毎に、建替え、改善、修繕等の活用手法を定め、効率的に事業を実
施し、良質なストックを効果的に長期活用することを目的とする。また、

事業に伴う費用対効果を算出し、活用手法の選定を行い、長寿命化による
更新コストの削減と事業量の平準化等を図ることを目的とする。 

〈長寿命化に関する基本方針〉 

○ストックの状態把握・日常的な維持管理方針 

・管理する市営住宅のデータは、日常的な保守
点検、修繕・改善等の履歴を住棟単位で整理・
把握 

・この管理データを活用し、住棟単位で予防保
全的な維持管理を効率的に実施 

○長寿命化・ライフサクルコストの縮減に関す
る方針 

・対症療法型の維持管理から予防保全的な維持
管理及び耐久性向上等を図る改善の実施によ
る市営住宅の長寿命化 

・長寿命化型改善の建替え更新時期の延命でラ
イフサイクルコストの縮減 

・定期点検を充実させ建物の老朽化や劣化によ
る事故等を未然に防ぐ 

・建物の長寿命化に向けた効率的な修繕又は改
善工事の実施 

・市民ニーズや社会状況の変化に対応した間取
りや設備等に対する適切な改善により、住民
にとり機能的で住みやすい長寿命化工事の実
施 

○長寿命化を図るべき公営住宅 

 

 

 

〈公営住宅等における建替事業の実施方針〉 
・本市の住宅セーフティネット構築＝老朽化が進んだ団地・住棟を、地域
の実情や入居者の状況、利便性などを総合的に判断し、計画的な建替え・

統廃合を推進 
・借地で所有者への返還が必要であるなど、建替えを実施出来ない事情が
ある場合は用途廃止 

・借地以外の理由で用途廃止とする団地・住棟の敷地は民間への売却も含
め有効な活用方法を検討 

●老朽化した市営住宅の取り扱い 

・本市の住宅需要状況および建替対象とな市営住宅の現状から、建替対象
となる市営住宅は全て用途廃止 

 

〈公営住宅〉公営住宅 
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ＮＯ.17 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

庁舎のあり方協議会 

平成 28 年３月 
 

庁舎の全般的な状況と問題点を踏まえ、分散している庁舎機能の

集約化を前提とし、既存庁舎の現状・課題を調査・整理し、集約の

方法を含めた候補地の抽出・評価を行うものとする。また、その候

補地の評価にあっては、利便性や経済性、防災面、まちづくりなど

の多角的な視点で検討を加え、候補地ごとの利点、難点をまとめる

ものとする。 
 

〈庁舎に必要な規模の算定〉 

○庁舎の建築面積の算定 

・延べ床面積 

 

・建築面積 

 

○付帯施設面積（緑地･広場、タクシー・障がい
者乗降スペース） 

 

○駐車場の面積 

 

○庁舎に必要な敷地規模 

 

 

 

〈庁舎候補地の評価〉 
○評価のとりまとめ方法 

・各候補地の基礎的な情報を基に、「記号評価」と「記述評価」による評
価を行っている。この評価を踏まえ各委員が、「評価が高い」と判断す
る候補地を３箇所以内で選出した。 

○意見集約の結果 
・新築７案、増築１案の計８案に対し、６案について委員からの意見が挙
げられ、２名以上複数名の委員が選出する候補地は、以下の５案がとな

った。 
・これらを協議会における「評価の高い候補地」として抽出し、その評価
をとりまとめて報告するものである。 

 

〈行政系施設〉庁舎等 
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ＮＯ.18 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

一般廃棄物処理基本計画（改訂版） 

平成 25 年３月 
計画目標年次:平成 33年度（2021年度） 

一般廃棄物処理基本計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」第６条第１項に基づき、市町村に策定が義務づけられた計画で

す。本計画においては、社会情勢の変化とともに、焼却施設や中間

処理施設の老朽化、最終処分場の残容量の逼迫、伊豆市との広域に

よる新たなごみ処理施設の整備推進など、本市のごみ処理をめぐる

環境は大きく変化し、国や県の動向はもとより、本市におけるごみ

処理の現状や新たな課題、これまでの施策の進捗状況等を踏まえ、

改めて本市の今後の清掃行政の方向性を示している。 

〈ごみ処理基本計画〉 

○基本理念 

環境負荷低減を目指した 
安心・安全な循環型社会の形成 

○基本方針 
・“もの”の発生及び排出抑制の推進 
・循環資源のリユース（再利用）、リサイクル（再利用） 
・適正処理の確保 
・環境学習・啓発活動の推進 
・環境負荷を低減するゴミ処理システムの構築 

○将来目標 
・ごみ排出量の削減目標 

 

・リサイクル率の目標 

 

・最終処分量の削減目標 

 

○中間処理計画 
・現在稼働している焼却施設を廃止 
・適切な焼却処理の継続と新ごみ処理施設整備 
（伊豆市と共同で施設統合） 
・平成 31年度稼働開始。 

○最終処分計画 
・一般廃棄物最終処分場 2施設により、適正な維持管理 
・今後、積極的に資源化を図ることにより最終処分量は

減少する予定 

○ごみ処理の広域化 
・長岡清掃センター、韮山ごみ焼却場は、稼働後 30年以

上が経過し老朽化が進行 
・平成 12年施行の循環型社会形成推進基本法で熱回収を

前提とした焼却処理が求められているが本市にはその
機能がない 

・伊豆市においても同様で、効率的な熱回収を行い、最
終処分量を最大限減量するために、両市の既設の焼却
施設を統合し、新しい熱回収施設を整備することは意
義がある 

・リサイクルを推進しつつ、それでも処理しなければな
らないものについては、両市で十分な協力、連携をと
りながら、適正にごみ処理を行っていくことを基本方
針とする。 

〈生活排水処理基本計画〉 
○基本理念 
・本市の水環境を守るためには、狩野川流域の環境保全が必須

であることから、生活の未処理の排水を低減し、汚濁負荷を
少なくし、健全な水環境を維持する。 

○基本方針 

・汚濁負荷低減に向けた啓発と広報 
・下水道整備区域への居住誘導とその他区域の合併浄化槽の普及 
・老朽化したし尿処理施設の改善・統廃合を含めた検討 

○将来目標 
・収集運搬に関する目標 
計画収集区域のし尿及び浄化槽汚泥を迅速かつ衛生的に収集
し、収集量に見合った体制の効率化・円滑化を図り、施設への
搬入量の変動を抑えるために計画的な収集を行う。 

・中間処理に関する目標 
中間処理量は、計画収集区域から発生する汲取りし尿及び浄化
槽汚泥の全量とし、将来、汲取りし尿及び浄化槽汚泥の収集比
率が変化した場合に対応できる運転条件を検討する。 

・最終処分に関する目標 
最終処分されるものは、焼却処理などを適正に行い、無害化、
安定化させ、処理する。 

・資源化に関する目標 
水処理後に発生する汚泥を資源化し有効利用する。 

・将来予測 
本市の処理別形態人口及び計画処理量を過去 5 年間の実績値を
もとに予測した。その結果、下水道人口は増加傾向を示し、一
方で、単独浄化槽人口は大幅な減少を示している。 

○施策の方向性 
・排出抑制計画 
下水道処理施設を計画的に整備する。整備後の下水道供用区域
内の住宅では公共下水道への切り替えを促進し、下水道への接
続を拡大し、水洗化率の向上を図る。 

・収集運搬計画 
発生するし尿及び浄化槽汚泥を迅速かつ衛生的に収集運搬し、
将来の収集量にあわせた収集運搬体制の効率化・円滑化を図る。 

・中間処理計画 
し尿及び浄化槽汚泥は、現有のし尿処理施設で適正に処理する。 
公共下水道整備の推進により下水道計画区域を拡大する。 
公共下水道計画区域外は、合併処理浄化槽設置整備事業費補助
金制度の拡充を図り、合併処理浄化槽への転換を促進する。 
本計画と併行して、市のし尿処理施設の見直し計画（利用計画）
を策定し、適切な中間処理の実施を目指すとともに、し尿の運
搬体系を検討する。 
老朽化している大仁し尿処理場は、施設の統廃合も含めた施設
整備を検討し、方向性を明確する。 

・資源化計画 
資源循環型社会の構築を目指し、し尿及び浄化槽汚泥などの有
機性廃棄物は、し尿処理施設において適正な処理を行い、処理
汚泥などの有効利用可能なものは、資源化を図る。 
農地還元による有効利用は今後も継続し、一層の利用普及に努
めます促進する。 

・最終処分計画 
現行の処理システムでし渣は焼却処理されており、減容化した
上で、焼却残さとして最終処分されている。し尿処理汚泥は資
源化されており、最終処分量の増加には影響していない。今後
も、最終処分量の削減を目指し、当面、現行システムを継続す
る。 

〈供給処理施設〉清掃センター、ごみ焼却場、リサイクルプラザ、し尿処理場等 
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ＮＯ.19 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

市財政を取り巻く状況 

平成 28 年 市政懇談会資料 
 

市政懇談会資料として、「合併からこれまでの様々な（財政上の）

優遇策」が、平成 33年度で終了することから、今後の財政関わる課

題を説明したもの。 
 

〈合併してからこれまでの様々な優遇策〉 

○普通交付税の優遇措置 

（平成 17～27年度、その後毎年度、段階的に縮

小し、平成 32年度で終了） 

○合併特例債の活用（事業費の 66.5％が交付税

として国から交付） （平成 17～32年度） 

○国合併補助金 総額４.５億円（平成 18～28

年度） 

○県合併特別交付金 総額７.５億円（平成 16

～21年度） 

 

     など、財政的な優遇策を受けてきた。 

 

 

 

今後、想定される財政的な課題 

〈普通交付税の優遇措置の終了〉 

 

 

〈少子高齢社会の進行に伴う自主財源（収入）の縮小及び扶助費（支出）の
拡大〉 

〈その他、財政的な負担を伴う行政課題〉 
・新ごみ処理施設の整備に関すること。（伊豆市と共同） 
・斎場の整備に関すること。 

・し尿処理場の整備に関すること。 
・旧大仁高校の改修に関すること。 
・その他公共施設（庁舎を含む）の大規模改修や統廃合・再編に関するこ

と。 
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ＮＯ.20 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

中期財政計画 

平成 27 年 11月 
計画期間 平成 28～37年度（10年間） 

人口推計に基づき、概ね 10年間の市の財政を検討したもの。 
 

〈中期財政運営の指針〉 

・歳入の範囲内で、歳出を調整し、縮減可能と
考えられる費目について目標値を設定し、歳
出の抑制に向けた指針とする。縮減を目指す
費目は、以下のとおり。 
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ＮＯ.21 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

地域防災計画 

平成 28年 3月 25日 計画内容修正 
 

この計画は、災害対策基本法第 42条の規定に基づき、伊豆の国市

民の生命、身体及び財産を災害から保護し、災害時における社会秩

序の維持と公共の福祉の確保を図るため、伊豆の国市の地域に係る

防災対策の大綱を定めている計画です。 

 
 

〈総則〉 

この計画は、「災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）」
第 42 条の規定に基づき、伊豆の国市民の生命、身体及び
財産を災害から保護し、災害時における社会秩序の維持と
公共の福祉の確保を図るため、伊豆の国市の地域に係る防
災対策の大綱を定めるものとする。 

〈構成〉 
・一般対策編 

・地震対策編 
・資料編編 

〈一般対策編〉 

○防災上重要な機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

「災害対策基本法」の規定により、伊豆の国市及び行政区域内の防
災関係機関並びに公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者

は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて、本市の地域に係わる防
災に寄与すべきものとする。 

○災害予防計画 
・公共施設の耐震化（公共施設の耐震化/避難地の整備/水道施設
の耐震化） 

・地域の防災構造化（避難地の整備/避難路の整備/消防活動道路

の整備等/共同溝等の整備/老朽住宅密集市街地地震防災対策） 

○災害応急対策計画 
・避難所（避難所の設置・運営/福祉避難所/２次的避難所） 

 

 

〈地震対策編〉 

平常時に実施する地震防災対策、地震防災上緊急に整
備すべき施設等の整備に関する事項、東海地震注意情報
が発表された場合に実施する応急対策、警戒宣言が発せ
られた場合に実施する地震防災応急対策及び災害時に
実施する災害応急対策について定め、これらの対策を推
進することにより、市並びに住民の生命、身体及び財産
を地震から保護する事を目的とする。 

〈地震防災施設緊急整備計画〉 

・防災業務施設の整備（消防施設の整備/通信施設及び情報処
理体制の整備） 

・地域の防災構造化（避難地の整備/避難路の整備/消防活動道
路の整備等/共同溝等の整備/老朽住宅密集市街地地震防災
対策） 

・緊急輸送路の整備 
・防災上重要な建物の整備（医療救護施設の整備/社会福祉施
設の整備/不特定多数が利用する公的建物の整備/庁舎・消防

施設等の整備/地域防災拠点施設） 
・災害応急対策用施設等の整備（飲料水・電源等を確保する為
の施設、設備の整備/備蓄倉庫の整備/応急救護設備の整備/

応急輸送用車両等の整備） 

 

〈市民文化系施設〉集会所、文化施設 〈社会教育系施設〉図書館 〈学校教育系施設〉学校 〈保健･福祉施設〉 〈医療施設〉 
〈スポーツ・レクリエーション系施設〉スポーツ施設、レクリエーション・観光施設 〈行政系施設〉庁舎等、その他行政系施設 

 など関連する公共施設 
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ＮＯ.22 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

伊豆の国市 

防災マップ 

平成 28 年 3月 
 

災害時に「いつ」、「どうやって」、「どこに」逃げるのか、避難す

る場所等や災害時の危険な場所が記載され、避難するルート、避難

する場所などを自分で記載できる地図。 

〈防災マップの使用方法〉 

 

 

 

〈防災マップの例〉 

災害の危険箇所として土砂災害と浸水災害の区域が示され、災害時の広

域避難所、地区及び福祉避難所、その他公共施設、医療関連施設などが記
載されている。 

 

〈防災マップの例〉 

 

 

 

〈市民文化系施設〉集会所、文化施設 〈社会教育系施設〉図書館 〈学校教育系施設〉学校 〈保健･福祉施設〉 〈医療施設〉 
〈スポーツ・レクリエーション系施設〉スポーツ施設、レクリエーション・観光施設 〈行政系施設〉庁舎等、その他行政系施設 
 など関連する公共施設 
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ＮＯ.23-a 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

浸水想定区域図／国土交通省中部地方
整備局 沼津河川国道
事務所 

 
・ 水防法改正（H27.7.19施行）に基づく 
洪水浸水想定区域  

・ 家屋倒壊等氾濫想定区域  
 
指定及び公表年月日  
平成 28 年 12 月 15 日 

≪洪水浸水想定区域≫ 

平成 27年の水防法改正により、浸水想定区域の指定の前提と
なる降雨を、従来の計画規模の降雨から想定し得る最大規模
の降雨（計画規模を上回る）に変更されたことを受け、洪水
時の住民等の安全確保の根幹的資料として作成したもの 

 

≪家屋倒壊等氾濫想定区域≫ 

一定の条件下において家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防
決壊に伴う激しい氾濫流や河岸浸食が発生することが想定され
る区域を示したもの 

狩野川水系狩野川洪水浸水想定区域図（想定最大規模） 
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ＮＯ.23-b 

上位・関連計画名 基本的な方向性等 

浸水想定区域図／国土交通省中部地方
整備局 沼津河川国道
事務所 

 
・ 水防法改正（H27.7.19施行）に基づく 
洪水浸水想定区域 

・ 家屋倒壊等氾濫想定区域図  
 
指定及び公表年月日  
平成 28 年 12 月 15 日 

≪洪水浸水想定区域≫ 

平成 27年の水防法改正により、浸水想定区域の指定の前提と
なる降雨を、従来の計画規模の降雨から想定し得る最大規模
の降雨（計画規模を上回る）に変更されたことを受け、洪水
時の住民等の安全確保の根幹的資料として作成したもの 

 

≪家屋倒壊等氾濫想定区域≫ 

一定の条件下において家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防
決壊に伴う激しい氾濫流や河岸浸食が発生することが想定され
る区域を示したもの 

狩野川水系狩野川洪水浸水想定区域図（家屋倒壊等氾濫想定区域 氾濫流） 

 

 

 

 


